
用語の説明

議 会 費 町議会運営のための経費

総 務 費 全般的な管理事務のための経費

民 生 費 福祉や保育のための経費

衛 生 費 保健衛生、環境衛生のための経費

農林水産業費 農林水産業振興のための経費

商 工 費 商工業、観光振興のための経費

土 木 費 道路、橋、公園などの整備および維持のための経費

消 防 費 消防、防災のための経費

教 育 費 学校教育、社会教育のための経費

公 債 費 町が借り入れた地方債の償還のための元金と利子

諸 支 出 金 基金積立金など

災 害 復 旧 費 自然災害の復旧工事のための経費（R5歳出なし）

一般会計決算一般会計決算令和 5年度令和 5年度

一 般 会 計 歳 出 決 算 額
71億 4,117 万 3千円

議会費
90,931

総務費
1,264,959

民生費
2,286,125

衛生費
562,216

農林水産業費
227,707

商工費
69,653

土木費
503,883

消防費
388,568

教育費
728,085

公債費
390,974

諸支出金
628,072

年 度 別 一 般 会 計 歳 出 決 算 額 の 推 移

歳出の主な内容（臨時的なもの）

総 務 費 庁舎管理 3億 5千万円 庁舎大規模改修工事

土 木 費 道路工事事業 2億 5,730 万 6千円 町道の修繕工事など

民 生 費
電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援給付事業

１億 6,284 万 1千円
物価高騰により影響を受けた住民税非課税世帯 1
世帯あたり 3万円を支援給付（追加給付は 7万円）

衛 生 費 感染症予防事業 8,206 万 1千円
新型コロナワクチン接種・受け付け・事務業務委
託など
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基金（貯金額）

（町民一人当たりの貯金）（町民一人当たりの貯金）
                  15 万 2,977 円15万 2,977 円

令和５年度末積立基金総額
（一般会計）

23 億 4,834 万 9千円
（対前年度　2億7,129万7千円減）

（令和6年３月１日現在 15,351 人で算出）（令和 6年３月１日現在 15,351 人で算出）

　
町
に
お
け
る
積
立
基
金
（
貯
金
）
の
総
額
は

対
前
年
度
２
億
７
１
２
９
万
７
千
円
の
減
と
な

り
ま
し
た
。

　
財
政
調
整
基
金
は
約
１
億
７
５
３
６
万
円
ほ

ど
減
少
し
ま
し
た
が
、
建
設
後
35
年
が
経
過
し

た
役
場
本
庁
舎
の
大
規
模
改
修
を
令
和
５・
６

年
度
に
実
施
す
る
に
あ
た
り
、
公
共
公
益
施
設

整
備
基
金
へ
約
２
億
２
千
万
円
を
積
み
立
て
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
安
定
的
な
財
政
運
営
の
た
め
、
基
金
に
つ
い

て
は
適
切
な
取
り
崩
し
と
、
目
的
に
応
じ
た
積

み
立
て
を
行
っ
て
お
り
、
今
後
も
必
要
な
財
源

確
保
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

●
財
政
調
整
基
金

　
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
年
度
間
の
財
源
不

均
衡
を
調
整
す
る
た
め
の
基
金
で
、
財
源
が
不

足
す
る
年
度
や
、
災
害
な
ど
が
発
生
し
た
際
の

支
出
の
増
加
に
備
え
、
財
源
に
余
裕
が
あ
る
年

度
に
積
み
立
て
を
行
っ
て
い
ま
す
。

●
減
債
基
金

　
地
方
債
の
償
還
額
の
増
加
に
備
え
、
公
債
費

が
財
政
を
圧
迫
す
る
こ
と
を
防
ぐ
目
的
で
設
置

さ
れ
て
い
ま
す
。

●
特
定
目
的
基
金

　
特
定
の
事
業
目
的
達
成
の
た
め
に
設
置
さ
れ

た
基
金
で
す
。

　
町
に
お
け
る
地
方
債
（
借
金
）
の
残
高
は
、
対

前
年
度
１
億
２
０
９
万
７
千
円
の
増
と
な
り
ま
し

た
。

　
地
方
債
発
行
額
が
償
還
額
を
上
回
っ
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

　
令
和
５
年
度
に
お
け
る
地
方
債
発
行
の
主
な
内

容
は
、
全
額
が
交
付
税
措
置
さ
れ
る
臨
時
財
政
対

策
債
が
２
５
９
２
万
８
千
円
、
７
割
が
交
付
税
措

置
さ
れ
る
過
疎
対
策
事
業
債
が
４
億
２
１
６
０
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
将
来
の
財
政
運
営
に
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
、

地
方
債
発
行
に
際
し
て
は
、
交
付
税
措
置
の
割
合

が
高
い
起
債
を
最
大
限
活
用
し
て
お
り
ま
す
。

●
臨
時
財
政
対
策
債

　
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
の
財
源
不
足

を
補
う
た
め
、
不
足
分
の
一
部
を
地
方
自
治
体
が

借
り
入
れ
を
行
う
地
方
債
の
こ
と
で
、
元
利
償
還

相
当
額
に
つ
い
て
は
そ
の
全
額
を
後
年
度
の
普
通

交
付
税
に
て
措
置
さ
れ
ま
す
。

●
過
疎
対
策
事
業
債

　
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
に
関
す
る
特

別
措
置
法
に
よ
り
過
疎
地
域
指
定
を
受
け
た
市
町

村
が
特
別
に
発
行
を
認
め
ら
れ
た
地
方
債
で
、
元

利
償
還
金
の
７
割
が
普
通
交
付
税
で
措
置
さ
れ
ま

す
。

（千円）

（千円）（千円）

令和５年度末地方債残高
（一般会計）

57 億 9,937 万 9千円
（対前年度　1億 209万 7千円増）

（町民一人当たりの借金）（町民一人当たりの借金）
                  37 万 7,785 円37万 7,785 円

地方債(借金額)

10令和 6年 10月（No.727）11 令和 6年 10月（No.727）


